
遺族共済咋金失権率一女子  
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3．将来見通しの推計方法に関する資料  

（1）将来推計の全体構造  

国共済連合会  地共済連合会  

動態統計調査に基づく組合  

員の標準報酬月′額・r期末手  

当等の上昇傾向、退職状況、  

年金受給権者統計による失  

権状況などを分析し、計算  

基礎率などを作成  

組合員等現況調査に基づく  

組合員の給料・期末手当等  

の上昇の割合、・退職状況、  

年金受給権者の失権状況な  

どを分析し、計算基礎率な  

どを作成  

将来の総報酬額、年金給付額  

等の推計（平成117年度まで）  

将来の総報酬額、年金給付額  

等の推計（平成117年度まで） 

将来の総報酬額等をお互いに提供  

将来の総報酬額、年金給付額  

等の合算  

将来の総報酬額、年金給付額  

等の合算  

一本化保険料率（段階的な保  

険料率を含む）の算定  

財政見通し（財政調整額を含  

む）の作成   

一本化保険料率（段階的な保  

険料率を含む）の算定  

財政見通し（財政調整額を含  

む）の作成   

運営審議会の言義をへて  

掛金率等について定款変更  

運営審議会の詩をへて  

掛金率等について定款変更   
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費 用 の 堆 計 方 法 （概 念 図）  

（計井時点）  

計算基礎数   

（前年度末）  

人；年齢；㊥；  人；年齢！㊥；  人；年 齢‡年金感  

くスライド  qスライド  qスライド  

窺葦♭  

ベース・アップ♭  

＜   

全  員   

人…年齢…㊥…空室㊥   

陣書共済年金舌先生力  

年金額裁定  
退職共済（退職）  
年金者失権亭   

▽  

障害共腐（陣書）  
年金看失権串   

▽  

年金額裁定  

遺族共演（遺族）  
年金者失権率   

▽   

≡詫‘←  人：年齢：㊥：  人：年 齢：年金額：  （今年度末）  

呈二亀。  （注）1   は、標準報酬腰、  は、全期間の平均標準報酬額  
た看については、65ま未満でも経過的に給付される  36年4月1日以  



（2）．年次別推計の算定式レベルでの計算過程  

＜算定式を示す対象とする事項＞  

Ⅰ．被保険者数の推計  

1．組合員数・脱退者数の推計   

各年度における組合員数は、国共済の組合員数の生産年齢人口（15～64歳人口）に対す  

る割合は約40年前よりほぼ一貫して減少していたが、平成22年1月に解散する社会保険  

職員共済組合の組合員を除いた組合員数の対生産年齢人口割合がここ数年ほぼ一定で推移  

していることから、平成19年度末の当該割合が将来にわたり続くものとして、「日本の将  

来推計人口（平成18年1 

計を基礎として推計した。   

なお、平成21年5月29日の閣僚懇談会における新たな定員合理化計画についての指  

示及び各省庁人事担当裸長会議申し合わせ（平成16年4月28日）を勘案して上記推計  

を行った。（詳細は「1（3）組合員数の前提について」を参照）  

K：年度  

Ⅹ：年齢  

T：組合員期間（T年度以上（T＋1）年度未満を意味する）  

※∑○は○をキーに加算することを意味します。  

（1）脱退者の推計  

脱退者数W（K，X，T）   

（2）新規加入者の推計  

年度新規加入者数W（K）  

年度末組合員数W（K－1，Ⅹ－1，TTl） ＊ 総脱退率（X）   

年度末組合員数（K） 一 年度乗組合員数（K－1）  

＋ ∑X∑T脱退者数W（K，Ⅹ，T）  

年度新規加入者数W（K） ＊ 新規加入者発生割合（X）  新規加入者数W（K，X）  

（3）年度末組合員数の推計  

年度末組合員数W（K，Ⅹ，T）   

＝ 年度末組合員数W（K－1，Ⅹ－1，T－1） － 脱退者数W（K，X，T）  

T＞0  

年度末組合員数W（K，Ⅹ，0） ＝ 新規加入者数W（K，Ⅹ）  
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2．組合員期間・標準報酬等の推計  

K：年度  

女‥年齢  

T：組合員期間（T年度以上（T＋1）年度未満を意味する）  

（1）組合員期間の推計   

組合員全期間の計（K，Ⅹ，T） 

（2）標準報酬の推計   

（》 現在者  

標準報酬年額（K，Ⅹ，T）   

＝（標準報酬年額（K－1，Ⅹ－1，T－1） ＊ （標準報酬指数（Ⅹ））  

÷ 標準報酬指数（Ⅹ－1）） ＊ （1十貸金上昇率（K）） T＞0  

② 新規加入者  

標準報酬年額（K，X，0） ＝  

但し、標準報酬年額（K，Ⅹ，T）  

標準報酬年額（K，Ⅹ，T） ＝  

年央標準報酬年額（K，X，T）  

年央標準報酬年額（K，Ⅹ，0）  

新規加入者の標準報酬月額（K，Ⅹ） ＊12  

が棟準報酬年額上限（K）より大きい場合  

標準報酬年額上限（K）  

＝ 標準報酬年額（K－1，X－1．T－1） ＊、5 ÷・12   

＋ 標準報酬年額（K，Ⅹ，T） ＊ 7 ÷ 12  T＞0  

＝ 標準報酬年額（K，Ⅹ，0） ÷ 2  

（3）標準期末手当等の推計  

年央ボーナス（K，X，T）   

＝ 年央標準報酬年額（K，Ⅹ，T） ＊ 報酬年額に対する期末手当等の割合（Ⅹ）   

但し、年央ボーナス（K，X，T）がボーナス上限（K）より大きい場合  

年央ボーナよ（K，Ⅹ，T）＝ ボーナス上限（K）  

Ⅱ．待  者数の推計  

受給者数の推計と同様  
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Ⅲ．年金種類ごとの受給者数及び給付費の推計  

1．新規裁定者数の推計  

K：年度  

Ⅹ：年齢  

T：組合員期間（T年度以上（T＋1）年度未満を意味する）  

※∑○は○をキーに加算することを意味します。  

退職脱退者数（K，Ⅹ，T）   

＝ 脱退者数W（K，X，T）－（公務上死亡脱退者数（K，X， 

（K，X，T） ＋ ′公務上障害脱退者数（K，X，T）＋ 公務外障害脱退者数（K，X，T））  

公務上死亡脱退者数（K，Ⅹ，T） ＝ 年央組合員数（K，Ⅹ，T） ＊ 公務上死力（Ⅹ）  

公務外死亡脱退者数（K，X，T） ＝ 年央組合員数（K，X，T） ＊ 公務外死力（X）  

公務上障害脱退者数（K，   

＝年央組合員数（K，  

）
 
 
）
 
 

T
 
T
 
 
 

X
 
X
 
 ＊ 公務上陪賓共済年金着発生力（X）  

公務外障害脱退者数   

＝ 年央組合員数  

）
 
 
）
 
 

T
 
T
 
 
 

X
 
X
 
 

軋
 
軋
 
 

（
 
 
（
 
 

＊ 公務外陣事典済年金者発生力（Ⅹ）  

年央組合員数（K，X，T）   

＝（年度末組合員数W（K，X，T）・＋ 年度末組合員数W（K－1，X－1，T－1）） ÷ 2  

2．退職給付の推計  

○報酬比例部分（～2002）（K，X）  

＝ ∑T（年金算定平均標準報酬（～2002）（K，Ⅹ，T）  

＊ 報酬比例部分乗率（～2002）w（Ⅹ）＊ 組合員期間（～2002）W（K，Ⅹ，T）  

÷12 ＊ 年金改定率W（K，Ⅹ））   

※年金改定率Wは、物価上昇率l貸金上昇率及び可処分所得割合等を考慮した改定率  

○報酬比例部分（2003～）（K，Ⅹ）   

＝ ∑T（（年金算定平均横座報酬（K，Ⅹ，T）＋ ボーナスの金額（K，X，T））  

＊ 報酬比例部分乗率（2003～）W（X）＊ 組合員期間（2003～）W（K，Ⅹ，T）  

÷12 ＊ 年金改定率W（K，X））  
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